
教育委員会定例会日程

平成２７年１月２０日 

１ 開 会 

２ 前回会議録の承認 

３ 会議録署名委員の決定

４ 報告事項

（１）市議会１２月定例会の概要について  

（資料１ 教育部・文化部・子ども青少年部）

（２）小田原市図書施設・機能整備等基本方針について    （資料２ 図書館）

５ 議事 

 日程第１

  議案第１号

   平成２７年度 学校教育の基本方針及び取組の重点について （教育指導課）

 日程第２

  議案第２号

   小田原市博物館構想策定委員会への諮問について      （生涯学習課）

 日程第３

  議案第３号

   教育財産の用途廃止について                （青少年課）

６ 協議事項

（１）平成２７年度予算について【非公開】 

（資料３ 教育部・文化部・子ども青少年部）

（２）平成２７年３月補正予算について【非公開】  

（資料４ 教育総務課・保健給食課）

７ その他

８ 閉 会 
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資料１ 

 

平 成 ２ ６ 年 １ ２ 月 定 例 会 日 程 

                                

第  １日目 １１月２７日 木 ・補正予算並びにその他議案一括上程――提案説明  

第  ２日目 １１月２８日 金 
（休 会） （議案関連質疑通告締切   正午） 

（一般質問通告締切       午後３時） 

第  ３日目 １１月２９日 （土） （休 会）    

第  ４日目 １１月３０日 （日） （休 会）    

第  ５日目 １２月 １日 月 （休 会）    

第  ６日目 １２月 ２日 火 ・質疑、各常任委員会付託、請願・陳情付託 

第  ７日目 １２月 ３日 水 （休 会） 建設経済常任委員会 

第  ８日目 １２月 ４日 木 （休 会） 厚生文教常任委員会 

第 ９日目 １２月 ５日 金 （休 会） 総務常任委員会 

第１０日目 １２月 ６日 （土） （休 会） 

第１１日目 １２月 ７日 （日） （休 会） 

第１２日目 １２月 ８日 月 （休 会） 

第１３日目 １２月 ９日 火 （休 会） 

第１４日目 １２月１０日 水 （休 会）（委員長報告書検討日） 

第１５日目 １２月１１日 木 

・各常任委員長審査結果報告・質疑・討論・採決 

・請願・陳情審査結果報告・質疑・討論・採決 

・一般質問 

第１６日目 １２月１２日 金 ・一般質問  

第１７日目 １２月１３日 （土） （休 会） 

第１８日目 １２月１４日 （日） （休 会） 

第１９日目 １２月１５日 月 ・一般質問 

第２０日目 １２月１６日 火 ・一般質問  

 

＊告示 １１月２０日（木） 
＊議会運営委員会開催予定 １１月２０日（木）午前１０時 
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厚生文教常任委員会（教育部・文化部・子ども青少年部） 

 
平成２６年１２月４日実施 
 

 

１ 議題 

（１）議案第１１８号平成２６年度小田原市一般会計補正予算（所管事項） 

 

２ 所管事務調査 

 （１）報告事項 

   ・小田原市いじめ防止基本方針の策定について 
   ・通知票誤表記について 
   ・生涯学習センター本館（けやき）耐震補強工事について 
   ・小田原市図書館施設・機能整備等基本方針（案）について 
 
 
 
 
 
 
 

総務常任委員会（教育部関係） 
 

平成２６年１２月５日実施 
 

 

１ 議題 

（１）陳情第８７号 萩原美由紀教育委員に対し、利益相反行為の中止を求める陳情 

（２）陳情第８８号 太陽光発電屋根貸し事業の中止を求める陳情 

 



萩原美由紀教育委員に対し、利益相反行為の中止を求める陳情 

 

 

【陳情の理由】 

 萩原美由紀氏は、平成23年10月５日に就任し平成27年10月４日まで任期を有する現職の教育委員

であるところ、下記の理由により利益相反行為を行っていると思料いたしますので、利益相反行為

の中止を求めるものです。 

 

１ ほうとくエネルギー株式会社の取締役就任 

平成25年５月27日、萩原氏は、ほうとくエネルギー株式会社（平成24年12月11日設立・同日登記）

（以下、エネルギー社という）の取締役に就任し、同年７月12日登記されたことが登記事項証明書

で確認できます。 

関係法令によれば、取締役就任から２週間以内に役員変更登記をすることが定められていますが、

就任から６週間あまりを経て登記手続をしたということですので既に関係法令に違反しています。

また、平成26年６月11日重任登記がされていることから、萩原氏の取締役任期は少なくとも平成28

年６月10日まで有効となっています。 

 

２ エネルギー社による教育委員会が管理する公の施設の目的外使用 

平成24年12月設立されたエネルギー社は、平成25年４月19日付事業計画書を小田原市長宛に提出

し、小田原市が平成25年度から開始した「太陽光発電屋根貸し事業」（以下、屋根貸し事業という）

の事業者として公募に応募しました。 

屋根貸し事業に供される予定の学校施設（校舎屋上）については、小田原市の所有する行政財産

であるところ、小田原市教育委員会が管理する施設であることから、その目的外使用について教育

委員会が許可権限を行使することとなりました。 

エネルギー社が屋根貸し事業に応募した後に、萩原氏は同社の取締役に就任したのですが、萩原

氏が取締役に就任した後、教育委員会から行政財産（学校施設）の目的外使用の許可が下されてい

ます。使用を許可されたのは、エネルギー社が100%出資したＳＰＣである「ほうとくソーラー１株

式会社」（以下、ソーラー社という）ですが、そのＳＰＣの設立は平成25年６月11日であり、施設

使用が許可されることが見込める状況であるからこそ設立登記されたと考えられます。萩原氏自身

は、教育委員を務める教育委員会と取引が生じる可能性のある法人（エネルギー社とソーラー社は

不可分一体です）の役員になることが、どれほど重大な判断を要するのか理解が及ばなかったので

しょうか。エネルギー社だけしか応募しなかった屋根貸し事業であったのですから、同社が事業者

となることは想定されていたわけです。ソーラー社の設立と同社への出資、ソーラー社による教育

委員会管理下の行政財産の目的外使用、その取引の双方に、当事者として関わる必要があったとは

思えないのですが、萩原氏は双方に当事者として参画することとなりました。 

 

３  利益相反行為について 

利益相反行為とは、ある行為により、一方の利益になると同時に、他方への不利益になる行為の

ことを言います。教育委員であることと、エネルギー社の取締役であることが、利益相反をしない

と考えて教育委員であることを自覚したうえで、萩原氏は取締役に就任したものと考えます。 



屋根貸し事業の所管課であるエネルギー政策推進課の見解によれば、エネルギー社は教育委員会

と「請負」関係にないので、利益相反行為にあたらないと判断したそうです。公募事業であること

から、請負であると陳情者は考えますが、いずれにしても、そのような狭義の見解で判断する問題

ではありません。 

屋根貸し事業を主導するエネルギー政策推進課と教育委員会が、行政組織として当然に行うべき

条例改正と議会議決を経ずに事業を始めたことで、事業そのものが中止せねばならない現状、また

適正な手続を経るとしても様々な理由で事業中止に至る事態が生じたときに、教育委員の職務を優

先するのか、エネルギー社取締役としての忠実義務を優先するのか。言うまでもなく、どちらか一

方の当事者としてしか対応ができないのです。 

 

【陳情項目】 

小田原市議会として、小田原市長、小田原市教育委員会、萩原美由紀教育委員に対し、屋根貸し

事業に関する利益相反行為を中止するため、萩原美由紀教育委員に教育委員を辞任するか、ほうと

くエネルギー株式会社の取締役を辞任するか、あるいはいずれも辞任するか勧告することを求めま

す。 

 

平成26年11月19日 

小田原市議会議長  

井原 義雄 様 

                          提出者 

小田原市中村原303 

加藤 哲男  ○印  

                             



太陽光発電屋根貸し事業の中止を求める陳情 

 

【陳情の理由】 

 小田原市が平成25年度から実施している「太陽光発電屋根貸し事業」（以下、屋根貸し事業とい

う）は、下記の通り地方自治法、小田原市条例に違反していますので、事業を中止させ原状回復を

する必要があります。平成26年度においても違法な手続により屋根貸し事業は拡大継続しています

が、初期の違法手続を検証することで、その後の同種事業の検証をも期待するものです。 

①地方自治法第96条第１項第11号（以下、地方自治法という） 

小田原市が所有し小田原市教育委員会（管理者：学校長）が管理する、公の重要な施設である

小田原市立富水小学校、同下曽我小学校の各校舎屋上を、屋根貸し事業のため公募事業者に使用

させることは、地方自治法に規定されている「条令で定める重要な公の施設につき条例で定める

長期かつ独占的な利用をさせる」ことに該当するものと思料され、その使用を許可することにつ

いて小田原市議会で議決すべきであったと考えます。 

しかし、小田原市は個別事案としての議会議決を経ることもせず、また法定手続であるはずの

条例改正をも行わず、利用料の減免について総務部長名による各所属長への通達で済ませるなど、

地方自治法に反する違法行為を行っています。 

小田原市の重要な行政財産である上記校舎施設屋上は、その１階から屋上に至る施設全体でな

いにせよ、校舎屋上を一事業者が20年を超える期間、他の事業者と競合することなく独占的に使

用をすることが、議会議決もなく、市長決裁もなく、さらに部長決裁もないまま、管理監（副部

長職）決裁によって違法に屋根貸し事業に供されています。 

屋根貸し事業は教育委員会管理監という副部長職が決裁したとはいえ、教育委員会の決裁規定

では課長決裁の案件（使用許可についてではなく料金の減免事案）として決裁されています。 

本件地方自治法の立法主旨は、公の財産を一事業者に長期かつ独占的に利用させることで既得

権を生じさせることが無いよう、仮に許可する理由があるとすれば議会の議決を経ることを定め

たものです。 

小田原市は、屋根貸し事業に供される公の施設であり重要な行政財産である校舎屋上の目的外

使用について、地方自治法に定められた議会の議決を経ていません。 

②議会の議決に付すべき公の施設の廃止及び長期かつ独占的利用に関する条例 

昭和39年４月１日に施行された本条例では、上記地方自治法の規定に従い、公園、会館、病院、

観光施設、体育施設が対象施設として規定されており、学校等の教育委員会関連施設は未だ規定

されておりません。規定されている施設についてはいずれも５年間を超える長期かつ独占的な利

用について議会の議決を要することを定めています。 

では、本件の校舎屋上という学校施設の利用について、本条例に規定されていないので、教育

委員会という行政機関の裁量に委ねられていいのか、それも管理監という副部長職による公の財

産の長期かつ独占的な使用許可を、恒常的に認めていいのかという問題となります。 

条例に規定されていない施設の長期かつ独占的な利用については、条例改正をもって新たな施

設の追加指定をすべきです。そのうえで、条例改正をしたとしても既に指定されている施設の利

用期間が５年間であるからには、20年を超える本件屋根貸し事業は、さらに議会議決に付される

べきでした。 

 



③民間事業者と屋根貸し事業者との取組状況 

本件屋根貸し事業者である「ほうとくエネルギー株式会社」が11月13日に発表したところによ

ると、小田原ダイナシティに太陽光パネルを設置する事業をスタートしたとのことです。 

パネルの使用枚数により発電量が異なるなど多少の相違はあるにしても、屋根貸し事業と大き

く異なることは、それほど長い期間でなく一定期間が経過すれば設備は小田原ダイナシティに無

償で譲渡されるということです。 

つまり、設置費やメンテナンスなどの管理費が償却できた時点で屋根貸し事業が終了するとい

うことです。 

この民間事業として行われることになった「０円ソーラー事業」に比しても、超長期にわたる

本件屋根貸し事業に小田原市が関わるべき合理的理由が有るや否や、この際に改めて議論される

べきです。 

 

【陳情項目】 

陳情理由のとおり、屋根貸し事業は地方自治法、小田原市条例に違反していますので、小田原市

議会として小田原市長、小田原市教育委員会、屋根貸し事業者に対し屋根貸し事業の中止を求め、

各施設の原状回復を求めること。 

 

平成26年11月19日 

小田原市議会議長  

井原 義雄 様 

                          提出者 

小田原市中村原303 

加藤 哲男  ○印  
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平成２６年小田原市議会１２月定例会一般質問（教育部・文化部） 

 質問順 １  ２４番  武松 忠  

２ 市民への情報提供について 

（１）電子媒体への掲載方法について 

３ 公民連携について 

（１）天守閣模型等の調査研究報告について 

 

 質問順 ２  １６番   安藤孝雄  

２ 学校教育に関わる諸問題への対応について 

（１）外国につながりのある子どもたちへの学習支援について 

（２）平成２７年度小学校教科書採択に伴う対応について 

（３）学校現場における教職員の多忙化解消について 

 

 質問順 ５   ６ 番  植田理都子  

２ 本市の図書館のあり方について 

（１）「小田原市図書館施設の今後のあり方について」の答申を受けて 

  ア 小田原駅前再開発ビル内への図書館について 

  イ  市立図書館と博物館構想について 

  ウ 学校図書館との連携について 

  エ 人材育成について 

（２）本市が目指す図書館について 

 

 質問順 ７   ７ 番  鈴木敦子  

１ 小田原市の学校施設について 

（１）学校施設の現状について 

（２）学校施設に対する本市の将来の考え方について 

（３）コミュニティ・スクールについて 

２ 小田原市の博物館・美術館について 

（１）小田原市郷土文化館の現状とこれからについて 

（２）美術館機能の現状とこれからについて 

（３）博物館構想について 

 

 質問順１１  １４番  大村  学  

４  市指定史跡  稲葉一族の墓所の被害について 

（１）倒木による破損の状況と復旧について 
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 質問順１２  ２３番  加藤仁司  

３ 認定こども園について 

（１）橘地域における認定こども園の可能性について 

（２）少子化に伴う公立幼稚園統廃合について 

 

 

 質問順１５  １２番  神永四郎  

２  外国語教育の充実について 

（１）小学校の外国語活動について 

    ア  授業時間、指導計画、指導方法について 

    イ  学習評価について 

（２）中学校の外国語授業について 

    ア  小・中学校連携について 

    イ  学力向上に向けて 

３  幼保・小・中一体教育と地域一体教育の推進について 

（１）目的と事業内容について 

（２）取組の評価と成果について 
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議

員 

項

目 

答

弁 
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

武

松 

 

忠 

市

民

へ

の

情

報

提

供

に

つ

い

て 

 

市

長 

インフルエンザの流行

に伴う学級閉鎖等に関

する情報の、速やかな

公開について所見を伺

う。 

学校は学級閉鎖を決定すると、まず、保護者等の関係者に通知し、教育委員会へ

報告するとともに、各学校のホームページ等でも情報を公開している。 
教育委員会では、保健福祉事務所など関係機関へ連絡するとともに、情報を市の

ホームページで公開し、こゆるぎ通信にて報道機関へ発信している。 
今後も、こうした情報発信が迅速かつ適切に行えるよう努めるとともに、発信の

際には、タイトルを見ただけで内容がわかるような記載の工夫をしてまいりた

い。 

安

藤 

 

孝

雄 

学

校

教

育

に

関

わ

る

諸

問

題

に

つ

い

て 

教

育

長 

本市における日本語指

導等を必要とする外国

につながりのある子供

たちのこれまでの５年

間の人数の傾向とその

子供たちの課題につい

て伺う。 

本市における外国につながりのある子供たちの中で、日本語指導等支援を必要と

する子供たちの人数はここ数年２５人前後であったが、今年度は１０月現在で３

３人となっている。 
課題としては、児童・生徒の使用する言語や家庭の環境等がそれぞれ異なるため、

一人一人のニーズに応じたきめ細かい指導の工夫が必要となっていることが挙

げられる。 

教

育

長 

大幅な教科書の変更と

なったが、そのことを

どのように捉えている

かを伺う。 

教科書の採択は、教育委員会が、現場の教師や保護者の代表による市の教科書検

討部会や、県が作成した調査研究の資料を参考に、これからの小田原の小学生へ

の指導を考えて、十分な検討を行ったうえで決定している。 
教科書改訂時は、どの教科書会社においても内容が見直されるものであるが、教

科指導は、学習指導要領に則って行うものであり、教科書会社が変更されても特

に問題はないと考える。 

教

育

長 

今回の採択で教科書が

決定したが、これを受

けて学校現場ではどの

ような対応が必要にな

るのか、伺う。 

教科書は改訂ごとに内容が見直されるので、改訂の年度においては、採択した教

科書の会社に変更があるなしに関わらず、年間指導計画の見直しや使用教材の変

更点について、きめ細やかな教材研究が必要である。 

教

育

長 

学校現場が多忙化して

いる現状を認識してい

るのか、また、その要

因をどのようにとらえ

ているか伺う。 

教育委員会としても、教職員が多忙であることは十分受け止めている。 
その要因としては、授業時間数が増加し、事務作業や会議、研修会などの時間が

十分確保できないため、勤務時間外に延びてしまうこと、また、子供の実態が多

様化し、個別の課題に応じた支援体制をとる必要があること、保護者からの問い

合わせや要望が増え、その一つ一つに丁寧に応えていかなければいけないこと、

そして、ＰＴＡや地域の行事と会議に、休日や夜間に参加していること等があげ

られる。 

部

長 

日本語指導等を必要と

する子供たちに対して

学校や教育委員会はど

のような支援を行って

いるのか、支援の具体

を伺う。 

学校では、学級担任を中心に、子供たちが学校生活に慣れるために、子供同士が

触れ合う時間を大切にするとともに、日本語指導等協力者との連携を図りながら

個々の実態に応じた学習支援を行っている。 
教育委員会としては、日本語指導等を必要とする子供たちに、日本語指導等協力

者を、一人当たり年間３５回を目標に配置するとともに、同じ日本語指導等協力

者が継続して指導にあたれるようにするなど、効果的な人材配置に努めている。 
 
 

※ 一般質問（教育部） 
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議

員 

項

目 

答

弁 
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

安

藤 

 

孝

雄 

学

校

教

育

に

関

わ

る

諸

問

題

に

つ

い

て 

教

育

長 

一人当たりの指導時間

や母語との関わりな

ど、まだまだ十分な支

援とはいえないと考え

るが、今後どのように

改善していくのか。 

現在の学習支援が十分であるとは考えていない。 
今後も子供たちのニーズに対応し、学習支援の向上を図るために、母語を通じて

指導できる日本語指導等協力者の人材確保や指導時間の増加に努めていく。 

部

長 

平成２７年度の教科書

変更に伴い、学校現場

からは指導書等の整備

が求められているが、

教育委員会としてはど

う受けとめているか。 

指導書は、教科指導の参考資料として活用されているものであると認識してお

り、必要な整備に努めてまいりたい。 

部

長 

多忙化の解消に向け

て、教育委員会として

どのように推進してい

こうとしているのか伺

う。 

平成２６年度から校務支援システムを導入し、学級事務や成績処理等の一元化を

図り、事務の効率化と正確さの向上に努めているところである。 
また、個別支援員や生徒指導員、不登校訪問相談員等の人的配置を講ずるなど、

教員とともに、児童生徒の個別の課題に対応している。 
さらに、平成２０年度に設置した小田原市立学校教職員衛生委員会を年２回開催

し、学校現場の声を参考にして、多忙化の解消等の課題について協議しており、

その報告により、学校には、ノー残業デーやノー会議デー、会議の見直し等の具

体的な取組をお願いしているところである。 

教

育

長 

多忙化が進行していく

中で、教職員のモチベ

ーションを高めていく

ための対応策について

伺う。 

教職員は、子供と関わり過ごす時間を共有する中で、子供の頑張りや成長を感じ

たとき、また、教職員同士で、放課後などに、今日の授業を振り返ったり、明日

の指導について語り合ったりすることができたときに、教師としてのやりがいを

感じ、モチベーションが高まっていくものである。 
さらに、自分の指導により成果が出ることで達成感を味わったり、子供や保護者、

同僚の教職員などから評価していただく言葉を受けたりしたときに、モチベーシ

ョンが高まる。 
そのために、先ほど述べたような多忙化解消の取組を推進させ、教職員が子供と

向き合う時間を確保していくことが重要であると考える。 

鈴

木 

 

敦

子 

小

田

原

市

の

学

校

施

設

に

つ

い

て 

市

長 

学校施設整備の現状に

ついて問う。 
本市の学校施設は、平成２５年度末現在において、全施設１５８棟のうち約 
７５％が建築後３０年を経過している。 
このため、多くの施設で雨漏り、外壁剥離、天井、壁や床の汚損といった学習環

境を維持していく上で支障となる状態が顕著となっていたり、トイレの洋式化の

遅れなど、環境面での不具合も見られる。 
そこで、平成２５年度にこれまでのリニューアル計画を現状に即した形で見直し

た「小田原市学校施設整備基本方針」を策定するとともに、積み残されてきた学

校からの修繕工事要望や、法定点検結果による指摘箇所に対処するための「短期

計画」を策定し、緊急度の高い修繕工事について、今年度から３年間で対応すべ

く、優先順位を付けて取り組んでいるところである。 

市

長 

地域コミュニティの場

でもある学校施設に対

する将来の考え方につ

いて問う。 

学校施設は地域コミュニティの場でもあり、今後もその役割は高まっていくこと

が明らかであることから、計画的な施設整備を図ることは、重要課題の一つであ

ると認識している。 
先ほども答弁したとおり、まずは緊急度の高い修繕工事に取り組み、これに続い

て、学校施設の長寿命化を主眼とした施設の整備に取り組むとともに、長寿命化

による効果が望めない施設については、建替え等を検討していく予定である。 
安全で快適な教育環境の整備に当たっては、短期計画に続く中・長期計画を策定

する予定であり、本市全体の長期保全計画等との整合を図りながら、検討してま

いりたい。 
 
 



11 
 

 
 
議

員 

項

目 

答

弁 
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

鈴

木 

 

敦

子 

小

田

原

市

の

学

校

施

設

に

つ

い

て 

教

育

長 

コミュニティ・スクー

ルのモデル校設置の現

状を伺う。 

コミュニティ・スクールのモデル校の指定については、現在、最終的な準備を進

めている。 
平成２７年度は、小学校１校を予定しており、１２月中に決定し、今年度末まで

に学校運営協議会を設置する予定である。 

教

育

長 

コミュニティ・スクー

ルにおける学校施設の

活用について伺う。 

コミュニティ・スクールは、学校が保護者や地域住民等の協力を得ながら、より

良い学校をつくるための仕組みであり、これまで以上に学校と地域との連携が重

要になると考えている。 
来年度にモデル校を設置する予定であり、地域の方と子供たちとが共に学び合う

場としての学校施設の活用も含め、その中で研究してまいりたい。 
大

野

副

市

長 

学校施設の整備におけ

る優先順位について問

う。 

施設の整備に当たっては、安全で快適な教育環境を整えるため、雨漏りにより授

業に支障をきたす屋上防水対策を最優先とし、その次に外壁剥離などの改修、ト

イレの洋式化を含めた環境対策を優先して取り組んでいく予定である。 
これとは別に、法定点検等により改修指示を受けたもの、耐用年数を超えた電気

設備や機械設備についても、計画的に改修していくものである。 

大

野

副

市

長 

中長期計画について

は、具体的にどのよう

なスケジュールで行う

のか問う。 

中期計画については、平成２９年度から平成３４年度までを計画年度とし、その

内容は、効果的な延命化が可能な施設に対する、国庫補助金等を活用した長寿命

化対策等を定める予定である。 
長期計画については、平成３５年度以降を計画期間とし、その内容は、長寿命化

対策による延命化が望めない施設に対して、建替え等を視野に入れながら定める

予定である。 

市

長 

学校施設の将来に対す

る整備方針について、

市長の意気込みを問

う。 

各地域にある学校は、その地域の未来を担う子供たちの心身のベースをつくる人

づくりの拠点であり、また地域のコミュニティ活動の拠点、その中心的な場でも

あるということから非常に重要な施設である。そういう施設が現下のような状況

になっている中で、維持修繕と今後に向けた長期的な視野に立った更新というの

は、非常に重要な課題である。 
この課題は、建設ラッシュであった時代からある程度想定されたにも関わらず、

今後に向けた財政ベースでの備えはほとんど出来ていないので、厳しい財政状況

の中でいかにやりくりをしてそのミッションを果たしていくかは、本当に難しい

と認識している。 
基本的には超短期の取組として短期計画を３年間、その先の中期計画、建替も視

野に入れた長期計画という段階でやっていく。先般岩手県で行われた全国木の街

サミットの中で、きちんと屋上防水をして外壁の塗装をし直した上で内装の木質

化をすることによって、かなり長いスパンで建物を持たせることが出来、しかも

低コストで短期の工事で済むというような非常に優れた事例も報告されていた。

おそらく日本各地でそういった取組がなされていると思うので、各市の先進事例

も勉強しながら、しっかり後期の総合計画に位置付けていくべきだと考えてい

る。 
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議

員 

項

目 

答

弁 
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

加

藤 

 

仁

司 

認

定

こ

ど

も

園

に

つ

い

て 

教

育

長 

公立幼稚園が子供・子
育て支援新制度に向け
てどのように移行して
いくのか伺う。 

本年９月８日の厚生文教常任委員会でも報告したとおり、教育委員会では、公立
幼稚園の子供・子育て支援新制度への移行についての方針を定め、現在、移行に
向けた諸準備を進めているところである。 
本市の公立幼稚園６園については、平成２７年度から幼稚園のまま新制度の対象
施設へ移行するとともに、今後の公立幼稚園のあり方について「小田原市子供・
子育て会議」の意見を聞くなどしながら検討を進めていく予定である。 

教

育

長 

公立幼稚園での新制度
の説明会は、いつ、ど
こで、どのように行っ
たのか伺う。 

説明会は、９月下旬から１０月上旬にかけ、各幼稚園において、在園児の保護者
のほか、自治会長や民生委員、児童委員など幼稚園に関わりのある地元の方々を
対象とした説明会を開催し、新制度の概要や公立幼稚園の新制度への移行内容に
ついて説明した。 
その後、１０月下旬からは、こゆるぎ、マロニエ、いずみの各地域センターにお
いて、平成２７年度入園希望の保護者を対象とした説明会を開催し、新制度の概
要や公立幼稚園の新制度への移行内容のほか、各幼稚園の特色などについても説
明した。 

教

育

長 

下中幼稚園を認定こど
も園化した場合、その
形態はどうするのか伺
う。 

橘地域には保育所がなく、下中幼稚園については、その保育機能の充実が求めら
れていることから、対応を検討しているところである。 
その一つの方法が認定こども園化であるが、下中幼稚園を認定こども園化する場
合には、新たな施設の整備や給食の提供方法など様々な課題があり、認定こども
園の形態についても、これらの課題と合わせて検討していく予定である。 

教

育

長 

少子化に伴い、現在、
定員を下回っている、
或いは今後５年くらい
までの間に定員を下回
る見込みの幼稚園はあ
るのか伺う。 

平成２６年度現在、６園ある全ての公立幼稚園で定員を下回っている状況であ
る。 
今後も少子化に伴う幼児人口の減少などの影響により、各園で定員を下回る状況
が続くものと考える。 

教

育

長 

幼稚園が統廃合する場
合、法的な規定はある
のか。 

幼稚園の設置は、学校教育法の規定に基づき定められた幼稚園設置基準による
が、統廃合する場合の法的な規定はなく、統廃合の基準等が定められたものもな
い。 
なお、私立幼稚園の設置や廃止等については、都道府県知事の認可が必要となる
が、公立幼稚園の設置や廃止等については、都道府県教育委員会への届け出によ
るものである。 

教

育

長 

前羽幼稚園の園児数の
推移について、これま
での状況と今後の見込
みはどうなのか伺う。 

前羽幼稚園は、本市の公立幼稚園６園の中でも一番小規模な園で、園児数につい
ても、ここ１０年の推移をみると、年度による増減はあるものの概ね減少傾向に
ある。 
また、平成２７年度の入園申込者数は、１１月２日現在で８名となっており、在
園児と合わせた平成２７年度の園児数は、平成２６年度から７名減の２０名とな
る見込みである。 
平成２８年度以降の園児数については、橘地域の０～２歳児の数から推測する
と、平成２７年度と同規模程度で推移することが予想される。 

教

育

長 

前羽幼稚園の園児数が
減少した場合、統廃合
の可能性はあるのか伺
う。 

幼稚園が幼児教育の場として機能していくためには、一定規模の集団を維持する
必要があると考えており、前羽幼稚園については、今後も園児数の動向を見なが
ら、統廃合も含めてそのあり方を検討していく必要があると考えている。 

部

長 

新制度の説明会は、幼
稚園以外に説明範囲を
広げるとか周知手段は
どうするのか。 

公立幼稚園の新制度移行にあたっては、保育料が所得に応じた月額負担になるほ
か、保護者の希望により通園施設を選択できるようになるなど、様々な変更が生
じることから、幼稚園の対象者を中心とした説明会を開催し、公立幼稚園の新制
度への対応等について説明したものである。 
公立幼稚園の新制度への移行については、広報委員長会議で説明を行ったほか、
市のホームページにも変更点を掲載するなど、周知を図っているところである
が、今後も様々な機会を捉えて市民への周知を図っていきたい。 
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議

員 

項

目 

答

弁 
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

加

藤 

 

仁

司 

認

定

こ

ど

も

園

に

つ

い

て 

部

長 

下中幼稚園を認定こど

も園化する場合、施設

整備が必要な箇所はあ

るのか。また、施設整

備の補助金等はあるの

か。 

下中幼稚園を認定こども園化する場合には、みんなのトイレや身障者用駐車場な

どバリアフリー対応の設備や、誘導灯、非常用照明、排煙設備等が必要となるほ

か、保育の対象年齢によっては、調理室や、ほふく室、乳児室などの整備が必要

となる。 
いずれにしても、施設整備については、まずは現行の施設を基本として対応しな

がら、来年度以降、下中幼稚園のあり方と合わせて検討していきたい。 
また、公立幼稚園を認定こども園化する場合の施設整備に係る補助金等はない。 

教

育

長 

下中幼稚園、前羽幼稚

園の２園について、極

端な人数減が生じた場

合を考え、統廃合とい

う視点も考えておく必

要はないのか。 

幼稚園が幼児教育の場として機能していくためには、一定規模の集団を維持する

必要があると考えており、前羽幼稚園については、今後も園児数の動向を見なが

ら、統廃合も含めてそのあり方を検討していく必要があると考えている。 

教

育

長 

園児送迎のために、ス

クールバスのような手

段を講じる可能性はあ

るのか。 

現在、公立幼稚園の通園については徒歩又は自転車を原則としており、平成２７

年度に新制度の対象施設へ移行した場合も、これまでと同様に徒歩又は自転車を

原則とする考えである。 
園児送迎の手段については、下中幼稚園、前羽幼稚園それぞれのあり方を検討し

ていく中で、その必要性について検討していきたい。 

神

永 

 

四

郎 

外

国

語

教

育

の

充

実

に

つ

い

て 

教

育

長 

小学校の外国語活動で

は、どのような授業を

行っているのか。 
外国語活動の目的、指

導体制、指導内容とあ

わせて伺う。 

学習指導要領では、外国語活動の目標を、コミュニケーション能力の素地を養う

こととしている。 
各校では、学級担任中心で授業を行っているが、年間授業時数の約６割は外国語

指導助手であるＡＬＴとともに進める指導体制をとり、効果的な授業の工夫に努

めている。 
具体的には、文部科学省の補助教材を活用し、外国語を用いて積極的にコミュニ

ケーションを図ったり、日本や外国の言語や文化について、体験的に理解を深め

たりしている。 

教

育

長 

担当教員のスキルアッ

プを図るための校内外

研修等の取組について

伺う。 

各校では、教員が互いに授業を見合い、学習内容や教材について検討する等、校

内研修に努めている。 
小田原市小学校教育研究会外国語活動部会では、授業研究や研修会を通して指導

方法を学び、各校での校内研修に生かしている。 
教育委員会としては、学級担任とＡＬＴが共に行う公開授業を年間７回実施し、

教員の指導力向上を図っている。 

教

育

長 

子供の学習評価はどの

ように行っているの

か。通知票はどのよう

に表記しているのか伺

う。 

学級担任は「コミュニケーションへの関心・意欲・態度」「外国語への慣れ親し

み」「言語や文化に関する気付き」の３つの観点に沿って評価規準を設定し、子

供の学習状況を見取り、評価している。 
通知表へは、学習状況や子供にどのような力が身に付いたかなどを、文章で記述

している。 

教

育

長 

中学校の外国語授業に

おける、授業時間数、

指導体制、指導内容に

ついて伺う。 

外国語の授業時間数は、１年間に１４０時間、１週あたり４時間設定されている。 
各校では、外国語の教科担当が中心となって授業を行っているが、年間授業時間

数のうち、各校の実情に応じて、１０時間程度は外国語指導助手であるＡＬＴも

加わることができるような指導体制をとり、効果的に授業を行っているところで

ある。 
コミュニケーション能力の基礎を養うために、指導内容として、外国語を聞いた

り、話したり、読んだり、書いたりする基礎的な言語活動を、バランスよく計画

的・系統的に行っている。 
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議

員 

項

目 

答

弁 
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

神

永 

 

四

郎 

外

国

語

の

充

実

に

つ

い

て 

教

育

長 

ＡＬＴとの学習を取り

入れたことで、子供の

学力は向上しているの

か。また、学習評価は

どのように行っている

のか伺う。 

外国語のネイティブ・スピーカーであるＡＬＴとの学習を通して、より活発な言

語活動が見られるようになり、生徒自身が積極的にコミュニケーションを図ろう

とする態度が着実に育つなど、特にコミュニケーションへの関心・意欲・態度の

面等で学力の向上が見られる。 
外国語の教科担当からも、アンケート調査を通して、「特にリスニングやヒアリ

ングの時間で生徒がより発音に対する意識が高まった」、「以前よりＡＬＴと自

然に関わり、活発な活動が見られる」という報告を受けている。 
また、学習評価については、各学校において学習指導要領をふまえ、外国語の目

標や内容に応じた評価規準及び評価方法を設定しており、それらを活用しながら

教科担当が中心となって子供の学習状況を見取り、指導と評価を行っている。 

部

長 

学校によって１～４年

生でも実施しているそ

うだが、全校で統一し

た指導はできないの

か。また、できない理

由はあるのか伺う。 

文部科学省では「外国語活動の目標や内容に即した学習を１～４年生で行う場合

は、地域の特色等を生かした特別の教育課程を編成すること」としており、義務

付けられたものではない。 
教育課程は、各校がその特色を生かし、子供の実態に応じて編成するものである

ことから、教育委員会としては１～４年生の外国語活動について統一した指導は

行っていない。 

部

長 

外国語活動実施におけ

る、指導計画や方法、

評価等について見直す

べき課題は何か。 

課題としては、教材の開発や準備のための時間の確保、児童の興味・関心を高め

る学習内容の工夫等が挙げられる。 
これらの課題の改善に向けては、研修会の実施などを通して、これまでも工夫・

改善に取り組んできているが、今後も、一層努めてまいりたい。 

部

長 

子供たちと外国人との

交流活動は行われてい

るのか。 

子供たちと外国人の交流は、学級の中に在籍する外国につながりのある子供たち

や、ＡＬＴとの間で、日常的に自然な形で行われている。 
また、友好都市であるオーストラリアのマンリー市から来日する「ときめき国際

学校」の生徒との交流を定期的に行っている学校もある。 
この他、教育委員会では、平成１４年度からＩＣ国際ボランティア協会による訪

問交流を行っており、平成２６年度も小学校５校で交流活動を実施している。 
その中では、ボランティアメンバーとのふれあいや各国の文化の紹介、メンバー

による体験談をもとにした話し合いによって視野を広げるようなプログラムを

行っている。また、アメリカのノーマン市の教育関係者による学校訪問時には、

子供たちとの交流の機会を設けている。 

部

長 

ＡＬＴとの学習が始ま

ってから、小・中連携

は十分に機能している

か伺う。 

学習指導要領では、小・中学校の円滑な接続ができるようにするため、中学校で

は、小学校における外国語活動との関連に留意して指導計画を作成することとさ

れている。 
これを受け、各中学校では、地域の小学校における外国語活動の指導において、

どの程度の素地が養われているのかを把握しながら指導計画を作成し、授業を行

っているところである。 
また、中学校区で継続的に同じＡＬＴを配置することや、小・中学校の教員が合

同で研修するような場を設定することを通して、小・中連携が図られている。 

教

育

長 

外国人講師は７名と聞

いているが、この人数

で目的は達成できるの

か。もっと増員するこ

とはできないのか。 
 

現在、限られた時間数ではあるが、その中で子供たちにとってできるだけ有効な

学びとなるよう、各校では指導計画や指導内容の工夫を行っている。 
現段階では、外国人講師の増員を考えてはいないが、今後も各校での指導の充実

を図るためにできることを検討していきたい。 

教

育

長 

ＡＬＴとの学習の関心

意欲を高めていくため

の工夫について伺う。 

小学校では、ＡＬＴとのさまざまな遊びや歌などから外国語を学ぶだけでなく、

映像を活用して外国の文化に触れるような工夫を行っている。また、中学校では、

指導内容の中でも、インタビューや会話などネイティブスピーカーとしてのＡＬ

Ｔのよさが活かせる場を設定したり、オールイングリッシュの授業を行ったりし

ている。今後も、児童生徒がＡＬＴとの学習のよさを実感し、意欲的に活動に取

り組むことができるように、各学校における情報交換や研修の場の設定などを行

っていきたい。 
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議

員 

項

目 

答

弁 
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

神

永 

 

四

郎 

幼

保

・

小

・

中

一

体

教

育

と

地

域

一

体

教

育

の

推

進

に

つ

い

て 

教

育

長 

本市における幼保・

小・中一体教育と、地

域一体教育を推進する

目的及び事業内容につ

いて伺う。 

幼保・小・中一体教育は、幼稚園・保育所と小学校、そして小学校と中学校の円

滑な接続を図ることを目的とし、幼児期から中学校卒業までの学びや育ちの連続

性を意識した教育活動を実践している。 
幼保・小・中合同での授業公開や研究会等を通して、中学校区としてめざす子供

の姿を共有したり、学習指導や生活指導について共通理解を図ったりしている。 
また、地域一体教育は、様々な人との関わりや体験活動の中で、一人一人の子供

が健やかに成長することを目的とし、学校・家庭・地域が一体となった教育活動

を実践している。 
体験活動を行う際には、地域の方の力を借りるなど、子供の学びを充実させる取

組を進めている。 

教

育

長 

本市における幼保・

小・中一体教育と地域

一体教育について、ど

のように評価している

のか、その成果及び課

題等はいかがか伺う。 

現在、幼保・小中一体教育と地域一体教育は、「未来へつながる学校づくり」と

して連動を図ってきており、学校や地域全体に「地域と共につくる学校」という

意識が芽生えている。 
成果としては、幼稚園、小中学校が一斉に取り組む朝のあいさつ運動や、地域と

園・学校とが連携を図りながら行う学習活動、そして、学習に参加するボランテ

ィアの方々の存在を通して、子供たちが地域を身近に感じられるようになったこ

と等が挙げられる。 
課題としては、地域団体やＰＴＡとの協力体制の確立や、スクールボランティア

の方々の固定化などが挙げられるが、これまで培ってきた学校・家庭・地域の連

携を大切にしながら、地域ぐるみで子供をはぐくむ教育環境のさらなる充実を図

っていきたい。 

部

長 

本市における小・中学

校一貫教育制度の推

進についての見解を

伺う。 
 

現在、国において、小中一貫教育の制度化に関する議論が進められていることは

承知している。 
本市においては、小中一貫教育についての研究を、近隣の自治体とともに行って

おり、今後も国の動向を注視しながら、研究を進めていく考えである。 
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議

員 

項

目 

答

弁 
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

武

松 

 

忠 

天

守

模

型

等

の

調

査

研

究

報

告

に

つ

い

て 

 

市

長 

今回の天守閣模型等の

調査契約内容と調査報

告書の提出先及びその

権利について伺う。 
 

調査は、学校法人神奈川大学に委託、同大学名誉教授の西和夫氏に依頼したもの

で、目的は、模型調査、絵図の調査、古写真の分析などを主体に、現況の復興天

守を建築した際の設計根拠、設計理念、設計方法などの検証、小田原城以外の天

守模型の調査などを実施することで、小田原城天守模型の価値を明確にし、江戸

時代の小田原城天守の実像を検証することにある。 
調査結果については、小田原市に提出されることとなっており、その第一義的な

権利は小田原市にあるものと考えている。 
 

市

長 

税金で調査したもの

を、ＮＰＯ法人が利用

するということで間接

的にＮＰＯ法人へ税金

を支出していることと

なると考えるが、御所

見を伺う。 
 

ＮＰＯ法人による講演会で報告された内容は、平成２５年度の調査成果を公表し

たものであり、同内容はすでに、８月開催の市議会厚生文教常任委員会への報告

も終了し中間報告書としてまとめられているものであるため、多くの方々に活用

していただくものと考えている。 
また、この講演会は、小田原市が共催した全国大会のイベントのひとつであり、

市民を含めた全国の皆様に調査研究の成果を広く知っていただく良い機会であ

ると考えて、その開催に協力したものである。 

植

田 

 

理

都

子 

本

市

の

図

書

館

の

あ

り

方

に

つ

い

て 

市

長 

広域交流施設の事業ス

ケジュールから見て、

パブリックコメント募

集の期間は後に延ばせ

るのではないか。 

本方針については、今後、図書施設の機能整備を具体的に進めていくため、この

時期にまとめていきたいと考えている。 
12 月 4 日の厚生文教常任委員会でご報告させていただいたものであり、時期を
おかず市民や関係団体にお示ししするとともに、幅広くご意見をいただくため、

パブリックコメントを 12月 15日からとしたものである。 

部

長 

短い期間内では通常の

パブコメ手法では十分

な意見が得られないと

思うが、どのような手

法を考えているのか。 

意見聴取については、パブリックコメントの意見募集期間に合わせ、図書館関係

団体に対して基本方針案の説明の機会を設けさせていただくほか、図書館事業の

際にも周知を図るなど、様々な方法で意見をいただけるよう準備を進めている。 
 

市

長 

文化・生涯学習施設用

地として取得した保健

所跡地は「地域・文学

資料の収集・保存・活

用施設」という考え方

が示されているが、

「博物館構想」との関

係性はどうなっている

のか。 

現在、市立図書館で保存する地域資料や文学資料は、小田原藩に係る資料や小田

原出身の文学者の原稿など、本市の歴史や文化の記録で、図書館が中心的に収集

してきた貴重なものである。 
今年度から「小田原市博物館構想策定委員会」を組織し、構想の検討に着手した

ところだが、旧保健所跡地に整備する文化・生涯学習施設については、これらの

資料の状況を踏まえ、博物館との役割分担を考えながら検討していきたい。 

市

長 

学校図書館との連携の

ための考え方や方向性

を伺う。 

学校図書館や公共図書館が、それぞれの設置目的を十分に果たし、必要な連携の

仕組みを整備することは、子どもの読書活動を推進していく上で、大変重要な取

組みであると認識している。 
本市図書館としては、おすすめブックリストの配布や体験学習の受け入れなど

を行っているが、さらなる連携のため、情報交換を続けて参りたい。 

市

長 

行政内部での専門職活

用・育成ではなく民間

活力を導入することの

メリット、デメリット

をどのように考えての

結果なのか。 

図書館運営における民間活力の導入は、スタッフの専門性が確保され、高度な図

書サービスが提供できるほか、効率的な行政運営を可能にするメリットがある。 
民間活力導入の手法を検討する際は、こうしたメリットが継続性をもって活かさ

れるよう留意する必要があると考えている。 

 
 
 
 

※ 一般質問（文化部） 
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議

員 

項

目 

答

弁 
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

植

田

理

都

子 

 
市

長 

整備イメージの具体化

について、どのような

ことを想定している

か。  

本方針で打ち出した整備イメージの具体化に向けては、旧保健所跡地や、ネット

ワーク館などそれぞれ条件等が違っており、それらを調整しつつ、順次整備して

いくこととなる。 
整備イメージの具体化を進めていくに当たっては、庁内関係部局との調整や有識

者等の意見を聞くとともに、多くの市民の方に関わっていただくことが必要と考

えている。 
今後は、ボランティア活動などを通じ、図書館に関わっている方たちをはじめ、

様々な機会をとらえ、幅広く市民等の意見を伺い、整備の検討を進めていくよう

に工夫をして参りたい。 

鈴

木 

 

敦

子 

小

田

原

市

の

博

物

館

・

美

術

館

に

つ

い

て 

市

長 

郷土文化館の施設の現

状や、入館者数はどう

なっているか。 

郷土文化館の建物は、昭和２０年の木造建築を転用したもので、老朽化が進むと

ともに、収蔵資料の増加による狭隘化や、空調設備等が十分でないなどの課題が

ある。 
また、国指定史跡地内に立地しており、「史跡小田原城跡本丸・二の丸整備基本

構想」のなかで、史跡外へ移転すべき施設と位置付けられている。 
入館者数については、平成２４年度が３８，５９０人、２５年度が３８，１６２

人と、４万人弱で推移している。 

市

長 

郷土文化館の資料の収

蔵状況はどのようにな

っているか。 

郷土文化館では、小田原に関する歴史や考古、民俗、美術などの人文科学資料が

約１３，０００点、動植物標本などの自然科学資料が約１１，０００点、合計で

約２４，０００点の郷土資料を収蔵している。 
これらの資料は、郷土文化館内の収蔵庫のほか、厳密な温湿度管理を要する美術

資料や歴史資料の一部については、分館松永記念館の収蔵庫に、また農具や家具

など大型の民俗資料については、民俗資料整理収蔵庫に分散してそれぞれ保管し

ている。 
いずれの収蔵庫も、収蔵資料の増加により容量が不足している。 

市

長 

松永記念館ではどのよ

うな事業を行っている

か。 

松永記念館では、松永安左ヱ門(耳庵)の事績や、市が所蔵する美術品を紹介する
常設展、テーマ別の特別展などを開催しているほか、近年では、近隣美術館など

との交流・連携による交流美術展を毎年開催している。 
また、市民との協働による「長谷川潾二郎展」を開催するなど、新たな試みも実

施し、美術館機能の強化を図っている。 
そのほか、展覧会に伴うギャラリートークや講演会、「夢見遊山いたばし見聞楽」

や庭園呈茶など、施設の特性を活かした事業を行っている。 

市

長 

松永記念館のほかに美

術館としての機能を担

う市の施設はあるか。 

美術品の収集や保管・調査研究・展示普及といった、一連の本格的な美術館機能

を担う施設は、松永記念館のみであるが、美術展の会場として、市民会館や生涯

学習センターけやきが活用される事例もある。 
また、清閑亭や内野邸など、民間との協働で事業を進めている施設においても、

各種の展示が実施されている。 

市

長 

松永記念館の美術資料

の収集方針や収蔵状況

はどのようになってい

るか。 

松永記念館においては、本市の出身などゆかりのある作家の優れた美術作品や関

連資料をはじめ、本市の歴史・文化を検証する上で重要な美術作品などを中心に

収集している。 
資料の収蔵については、松永記念館の収蔵庫を活用しているが、設備の老朽化と

ともに、資料の増加に伴う狭隘化が課題となっている。 

市

長 

博物館構想策定委員会

の委員はどのような構

成か。 

委員の構成は、歴史的資産の活用や関連施設との調整を図るため、文化財保護委

員会や郷土文化館協議会の委員、博物館関係者などから選出している。 
委員の専門分野は、歴史学が３名、考古学・民俗学・美術史学・博物館学・アー

カイブス学が各１名の、計８名となっている。 

市

長 

基本構想の策定にあた

り、どのようなことを

検討していくのか。 

基本構想では、本市にふさわしい博物館の在り方について、その設置の意義や目

的、施設の性格、担うべき機能や活動、望ましい立地や規模、組織や運営などに

ついて、既存施設との役割分担も含め、ご検討いただく予定である。 
 
 
 



        18

議

員 

項

目 

答

弁 
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

大

村   

 

学 

市

指

定

史

跡    

稲

葉

一

族

の

墓

所

の

被

害

に

つ

い

て 

市

長 

倒木による被害を受け

墓所の早期復旧が望ま

れるが、復旧について

はどのように考える

か。 
 

被害については大変重大なものであり心を痛めており、当該墓所が本市の貴重な

歴史資産であることから、市としても、できるだけ早い適切な復旧に向け対応に

ついて所有者とも協議を行っているところである。 
復旧については、文化財保護法上の考え方により所有者が行うこととされてお

り、市はこれに対し補助金による支援策を設けている。 
今後、復旧のやり方やその時期なども含め引き続き所有者と調整していきたい。 
 
 
 

 
 
 
 
 



































































































































議案第１号

平成２７年度 学校教育の基本方針及び取組の重点について 

 平成２７年度 学校教育の基本方針及び取組の重点について、議決を求める。

  平成２７年１月２０日提出 

小田原市教育委員会 

教育長 栢沼 行雄 



  
小田原市学校教育振興基本計画（平成25年度～29年度） 

めざす 

子どもの姿 

 

 

 

    １ 確かな学力の向上 

    ２ 豊かな心の育成 

    ３ 健やかな体の育成 

    ４ 幼児教育（就学前教育）の推進 

    ５ これからの社会に対応した教育の推進 

    ６ 様々な教育的ニーズに対応した教育の推進 

    ７ 未来へつながる学校づくりの推進 

    ８ 教職員の資質の向上とよりよい教育体制の確立 

    ９ 教育環境の改善・充実 

   １０ 教育的効果を高める教育行政の推進 

基本方針 

基本目標 

社会を 

生き抜く力の 

養成 

小田原ならでは

の教育スタイル

の確立 

教育環境の 

整備・改善・ 

充実 

●確かな学力の向上● 
 

児童生徒に「学ぶ意欲」「基礎的・基本的な

知識及び技能」「思考力・表現力等」の学力の

３要素をバランスよく育みます。 

 
・「わかる･できる･考える授業」をめざし、
指導の工夫に努めるとともに、授業を広
く公開できるよう取り組みます。 

・全国学力・学習状況調査や授業評価等
を日々の指導に生かしていきます。★ 

・学校と家庭が連携し、家庭学習の充実
に取り組みます。 

●豊かな心の育成● 
 

様々な人との関わりや体験活動などを通して

自らを律しつつ、他者と協調し、人を思いやる

心や感動する心などの豊かな心を育みます。 

 

・教育活動全体を通して、道徳の時間を要
とし、各教科等との連携を図りながら道
徳教育を推進します。★ 

・体験活動の充実を図るとともに、児童生
徒の自発的・自治的な活動の充実を図り
ます。 

・学校・家庭等が連携し、児童生徒の発達
段階に応じた読書活動を推進します。 

●健やかな体の育成● 
 

生涯を通じて運動やスポーツに取り組む資質

や能力と、健康で安全な生活を自ら営んでいく

ための知識や態度を育みます。 
 

・「新体力テスト」等により児童生徒の体 
力･運動能力の現状を把握し、その結果
を体育・スポーツ活動等の指導に生かし
ていきます。★ 

・食に関する指導の充実を図るとともに望ま
しい食習慣について、家庭への啓発に取り
組みます。 

○コミュニケーション能力の育成○ 相手の考えや思いをしっかり受け止め、自分の思いや考えを進んで表現できるよう、全ての教育活動の                  
                            中に、互いに考えを伝え合う機会や活動の場を意図的・計画的に設定します。                 

  
 
 教職員どうしが互いに学び合い、高め合いながら、それぞれの

資質、指導力の向上を図ります。 
 

・校内研修・研究を見直し、OJT（職場内教育）による人材育成を 

 推進します。 

愛情と情熱 実践的な指導力 教養と専門性 

向上心 豊かな人間性 

  

 児童生徒のよりよい学びのため、幼保・小・中一体教育と地域
一体教育の連動を図り、豊かな教育環境をつくります。 

・学校と保護者や地域の方を結ぶコーディネーターと連携して、教
育活動全般にわたって、さらなるスクールボランティア活動の充実
を図ります。 

・就学前から義務教育終了までを見通し、それぞれの教育目標を
ふまえた、関連性・連続性のある教育活動の充実に努めます。 

・学校・家庭・地域が一体となって、子どもの「おだわらっ子の約束」
を実践する態度を育てる取組を推進します。 

教職員の資質・指導力の向上 

 平成27年度 

 教育指導の重点 

 を守る教育のまち・    ぐるみの教育のまち・市民から        される教育のまちを 

 めざし「未来へつながる学校づくり」を推進します。 

 ・学校における安全指導・安全管理の徹底を図るとともに、家庭・地域との連携のもとに、安心・安全な学校づく   

  りに取り組みます。（防災・防犯・交通安全教育） 安心･安全な学校づくり 

地域とともにある学校づくり 

※各校では、上記の重点のうち、★の取組を学校評価の共通目標として設定します 
 

めざす姿 

   ・様々な課題を抱えた児童生徒一人一人に、それぞれの教育的ニーズに応じた指導・支援を行います。  

   ・保護者や関係機関等と連携し、組織的な相談・支援体制の充実に取り組みます。★ 支援教育の充実 

 ・地域資源を生かした学習を教育課程に位置づけ、意図的・計画的に取り組みます。★ 
郷土を愛し大切にする学習の 
            充実 

命 地域 信頼 

   ３つの  

温かい心･広い心･燃える心 

心  ３つの  

 関わる力･学ぶ力･創る力 

力 

郷土を愛し、 

大切にする想い 

元気な心と 

健やかな体 

おだわらっ子の

約束を実践 

生きる土台としての

確かな学力 
多くの人々との 

関わりで育まれる 

豊かな心 

   ・いじめや不登校、児童生徒の問題行動等の未然防止、早期発見・早期対応に組織的に取り組みます。★ 児童・生徒指導の充実 

小 田 市 原 の 学 校 教 育 

小田原市教育委員会 



議案第２号 

小田原市博物館構想策定委員会への諮問について 

 小田原市博物館構想策定委員会への諮問について、議決を求める。 

  平成２７年１月２０日提出 

小田原市教育委員会 

教育長 栢沼 行雄 





議案第３号 

教育財産の用途廃止について 

 教育財産の用途廃止について、議決を求める。 

  平成２７年１月２０日提出 

小田原市教育委員会 

教育長 栢沼 行雄 

１ 教育財産の内容

 名称：小田原市塔ノ峰青少年の家

建物の所在 施設名 構造 面積（㎡） 

久野４８６６番地の２ セントラルロッジ 木造亜鉛鉄板葺平屋 181.18

宿舎 木造亜鉛カラー鉄板葺２階 358.67

ほか２７棟 合計 1085.79

２ 用途を廃止する理由

 施設の老朽化等に鑑み、当該施設を廃止することに伴い、教育財産の用途を廃止

する。

３ 用途を廃止する期日

 平成２７年３月３１日







資料３

教育総務費 （単位：千円）

概要
2７年度当初
予算額（案）

26年度当初
予算額

備考

1
特色ある学校づくり推進事
業

小田原の子どもたちの豊かな心の育ちを願い、学校
長の裁量のもと、学校、保護者、地域が一体となっ
て各学校の特性にあった事業を展開し、未来へつな
がる学校づくりを推進する。

9,205 10,430

2 地域一体教育推進事業

中学校区を単位として、学校の教育活動を支援する
ボランティアの活動の充実し、地域ぐるみで子どもの
学びと育ちを支える体制をつくり、地域一体教育や
幼保・小・中一体教育を推進する。
また、新玉小学校をモデル校として、コミュニティ・ス
クールの取組を研究すべく学校運営協議会を設置
する。

5,433 5,276
事業名変更
一部新規

3 特別支援教育推進事業
学習障がいや集団への不適応など、様々な課題を
もっている子どもたちに対応するため、支援スタッフ
や専門支援チームを学校に派遣する。

82,798 82,284

4 生徒指導員派遣事業
中学校における生徒指導の充実を図り、生徒指導
上の諸課題を改善するために、特に必要とする中学
校への生徒指導員を派遣する。

13,042 13,042

5 不登校対策支援事業
教室へ復帰するためのステップの場として中学校に
設置している校内支援室に指導員を配置する。

5,378 5,104

6 図書活動推進事業
小・中学生の読書活動を推進するため、学校図書館
の業務を専任する学校司書を配置し、学校図書館
の効果的な運営を図る。

25,485 25,485 事業名変更

7 いじめ防止対策推進事業

小田原市のいじめ防止基本方針をもとに、「小田原
市いじめ問題対策連絡会」ならびに「小田原市いじ
め防止対策調査会」を組織し、いじめ防止対策の推
進を図る。

150 0 新規

8 防災教育事業

児童生徒や保護者・地域住民の防災意識向上のた
め、防災パンフレットを作成する。
また、大学、研究機関等の専門家を「学校防災アド
バイザー」として派遣し、学校への指導・助言等を行
う。

462 632

9 食育啓発事業
小・中学校における食育活動の一層の充実を図ると
ともに、お弁当レシピコンテストを開催することにより
お弁当の日の普及・定着を図る。

140 100

主な事業

平成27年度予算（教育費）の概要

1



小学校費・中学校費・幼稚園費 （単位：千円）

概要
2７年度当初
予算額（案）

26年度当初
予算額

備考

1 小学校維持管理工事 ・校舎防水改修工事　　　ほか 調整中 53,253

2 教科書指導書整備事業
4年に１度の小学校教科書採択替にあたり、教師用
指導書を整備する。

38,097 215

3 少人数指導スタッフ事業
基礎的な生活習慣の確立等により学力の定着を図
るため、小学校2年生について、35人以下学級を編
制する際に必要なスタッフを配置する。

11,946 9,953

4
スタディサポートスタッフ事
業

小学校において、少人数指導を効果的に行うため、
教員補助者を配置する。

19,106 21,107

5 放課後子ども教室推進事業

現在開設している片浦小学校の教室ととに、平成27
年度、モデル校１校を開設し「放課後児童クラブとの
連携のあり方」等、実践的な研究を踏まえ、放課後
等の子供の居場所づくりの推進を図る。

5,488 4,888 事業名変更

6
小学校外国語指導助手派
遣事業

新学習指導要領の実施に伴う、小学校5・6年生にお
ける英語を中心とした「外国語活動」を実践するた
め、小学校に外国語指導助手を派遣する。

17,054 17,725

7 中学校維持管理工事 ・校舎防水改修工事　　　ほか 調整中 38,051

8
新学習指導要領対応非常
勤講師配置事業

中学校において、新学習指導要領の実施（H24)に
より増加した授業時間に対応するため、非常勤講師
を派遣する。

7,330 7,376

9 幼稚園維持管理工事 ・園舎防水改修工事　　　ほか 調整中 7,705

主な事業

2



社会教育費 （単位：千円）

概要
2７年度当初
予算額（案）

26年度当初
予算額

備考

1 指導者養成研修事業
高校生から成人を対象とした段階的かつ実践的な
研修を実施し、地域の担い手（指導者）を発掘すると
ともに、指導者の資質向上を図る。

727 727

2 指導者派遣事業
小学校や地域が実施する体験学習に指導者を派遣
することにより、子どもたちに感動や体験が得られる
機会をより多く提供する。

334 334

3
地域・世代を超えた体験学
習事業

地域の資源や環境を生かした体験学習プログラムを
通じて、自立心や創造力など豊かな人間性を育むと
ともに、大人（指導者）との世代を超えた交流を図
る。

1,798 1,798

4 地域体験学習事業
地域単位での体験学習事業を実施することで、より
多くの子ども達に体験学習を提供していくとともに、
郷土愛や地域における世代間交流の高揚を図る。

100 100

5
指定文化財等保存管理事
業（長興山枝垂桜樹勢回復
事業）

樹勢の衰退が懸念される市指定天然記念物「長興
山の枝垂桜」について樹勢回復措置を継続してい
く。

非公表 420

6
文化財保存修理等助成事
業

県指定文化財である報徳博物館の二宮尊徳関係資
料や市指定の玉宝寺五百羅漢像、また、道具類の
傷みが進んでいる国指定無形民俗文化財の相模人
形芝居下中座について修理費の一部を助成する。
また、小田原民俗芸能保存協会の後継者育成事業
費の一部を助成する。

818 1,027

7 緊急発掘調査事業

埋蔵文化財包蔵地内で、開発行為等の工事により
遺跡が破壊される場合、試掘調査や個人及び併用
住宅等の開発に対する本格調査を実施し、遺跡の
記録保存を行う。

49,271 48,628

8
本丸・二の丸整備事業
（御用米曲輪整備費）

平成２６年度まで実施してきた発掘調査の概要報告
書を作成するとともに、近世の曲輪外周部の修景整
備に着手する。

52,491 40,385

9 住吉橋実施設計関係費

平成２年に整備を行ってから、相当の年月が経過
し、経年劣化等が著しい住吉橋につき、架け替えを
見据えた復原修繕工事を行うために必要な設計を
実施する。

非公表 0 新規

10 史跡石垣山保全対策事業
馬屋曲輪南側の石垣崩落危険箇所を測量・調査す
るとともに、その成果をもとに保全対策実施設計を策
定する。

4,000 12,700

11 史跡等用地取得事業
小田原城総構の小峯御鐘ノ台大堀切西堀用地の一
部を公有地化する。

139,430 8,366

12 早川石丁場群整備事業
早川石丁場群について、文化庁や地権者との調
整、地元への説明等を行った上で、年度内の国史
跡指定に向けた事務手続を行う。

96 1,617

主な事業

3



（単位：千円）

概要
2７年度当初
予算額（案）

26年度当初
予算額

備考

13 キャンパスおだわら事業

誰もが気軽に生涯学習に取り組むことができるよう、
また、市民主体の生涯学習を実現するため、「学習
講座の提供」、「学習情報の収集及び発信」、「学習
相談」などを一体化した総合的な生涯学習を、市民
とともに推進する。

20,438 20,444

14
生涯学習センター本館（け
やき）耐震補強事業

耐震診断により耐震補強の必要性があると診断され
ている生涯学習センター本館（けやき）の耐震補強
工事を実施する。平成27～28年度継続事業。

非公表 0 新規

15 図書購入費
市立図書館、かもめ図書館、自動車文庫の図書資
料等（図書、新聞、定期刊行物等）を購入する。

16,040 18,043

16 貴重資料保存事業
図書館が所有する貴重資料の保存・公開等を図る
ため、資料の脱酸処理やデジタルデータ化を推進
する。

非公表 618

17
新図書館機能・設備イメー
ジデザイン委託料

機器や空間デザイン等最新の情報を有する専門業
者に、新しい図書館の施設規模や機能、設備、ゾー
ニングのイメージデザイン作成を委託する。

非公表 0 新規

18
かもめ図書館直流電源装置
更新

館内停電時に非常用照明を点灯するための電源を
確保する機器が、有効期限を超過しているため更新
工事を実施する。

非公表 0 新規

19 板橋の文化資産活用事業
内野邸をはじめとする板橋周辺の歴史的建造物や
史跡などの文化資産を活用し、地域の魅力を広く発
信して活性化を図る。

1,100 1,200

20 博物館構想策定事業

郷土の重要資料を未来に伝え、地域固有の資産と
して活用する拠点となる施設の整備に向け、本市に
おける博物館の在り方の指針となる博物館構想（基
本構想・基本計画）を策定するため、外部有識者等
で構成する「博物館構想策定委員会」を開催する。

427 381

21
学校プール開放管理謝礼
金

ＰＴＡが事業主体として実施している学校プール開
放において、警備業法に対応し、監視員を２名以上
配置した安全な監視体制のもとで運営を行えるよう、
市が管理謝礼金として助成する。

5,658 5,658

主な事業
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資料４ 

平成２７年３月補正予算要求概要  

平成 27年 3月 
（歳 入）                                       （単位：千円） 

科 目 要求額 主 な 内 容 

(項) 国庫補助金 
 (目)教育費補助金 
 小学校費補助金 

調整中 
学校施設環境改善交付金 

(項) 国庫補助金 
 (目)教育費補助金 
 中学校費補助金 

調整中 
学校施設環境改善交付金 

(項) 寄附金 
 (目)教育費寄附金 
 小学校費寄附金 

300 
 

学校管理費寄附金 

(項) 寄附金 
 (目)教育費寄附金 
中学校費寄附金 

100 
 

学校管理費寄附金 

(項) 市債 
 (目)教育債 
 学校教育債 

調整中 
義務教育施設整備事業債 

 
 
（歳 出）                                       （単位：千円） 

科 目 
要求額 主 な 内 容 

財 源 内 訳 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

(項) 小学校費 
  (目)学校管理費 

小学校教育 
環境整備経費 

10,527 
調整中 

学校施設整備事業（光熱水費） 
（工事請負費） 

 

   10,527 

(項) 小学校費 
  (目)学校管理費 

小学校教育 
環境整備経費 

300 教材・教具整備事業 
 

  300  

(項) 小学校費 
  (目)学校管理費 

小学校給食経費 

1,770 学校給食事業 
 

   1,770 

(項) 中学校費 
  (目)学校管理費 

中学校教育 
環境整備経費 

4,667 
調整中 

学校施設整備事業（光熱水費） 
（工事請負費） 

 

   4,667 

(項) 中学校費 
  (目)学校管理費 

中学校教育 
環境整備経費 

100 教材・教具整備事業 
 

  100  

(項) 幼稚園費 
  (目)幼稚園費 

幼稚園教育 
環境整備経費 

544 施設整備事業（光熱水費） 
 

 

   544 

 


